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＜全体会合＞ 

 

保坂 伸・日本国経済産業審議官 

開会挨拶・キーノートスピーチ（録画） 

 

 第８回日本カザフスタン経済官民合同協議会の日本側議長を務めます、経済産業審議官の保

坂伸です。本日、第８回協議会を開会するにあたり、一言ご挨拶を申し上げます。COVIDでは

ないのですけれども、インフルエンザにかかってしまいましたので、オンラインの形で失礼い

たします。 

 まず、先週土曜日、10月28日に起こった炭鉱での爆発事故について、犠牲者のご遺族に対し

哀悼の意を表するとともに、負傷された方々に心からお見舞い申し上げます。このような状況

の中でもカザフスタンから代表者の皆様に多数ご参加いただけましたこと、感謝申し上げます。 

 次に、本協議会の開催にあたりご尽力いただいた、シェグロヴァ・産業・建設省次官、ウシ

バエフ・カザフスタン日本経済委員会会長、広瀬・日本カザフスタン経済委員会会長、ロシア

NIS貿易会、カザフスタン・日本の関係者の皆様全員に感謝を申し上げます。 

 この官民合同協議会ですが、2018年のアスタナでの開催以来、実に５年ぶりの開催となりま

す。ハイレベルの往来を含めて、コロナ禍の影響でこのような会合も途絶えておりましたが、

徐々に回復しているなか、今回、来日されたカザフスタン政府、民間企業のリーダーの皆様を

心から歓迎いたします。 

 カザフスタンは豊富な天然資源に支えられ、独立から約30年間、経済成長を続ける国として

注目を集めています。日本の産業界にとっても大変重要な国であり、中央アジアで最大の日本

企業駐在員数はその証左です。本日の日本側参加者を見ていただきましても、長い歴史のある

大企業の幹部が列席しており、両国の経済関係強化に努めてきたことがお分かりになるでしょう。 

 経済産業省としましても、2007年に経済産業大臣として初めて甘利大臣（当時）がカザフス

タンを訪問し、カザフスタンとウラン・原子力分野をはじめとする包括的な協力関係を構築し

ました。当時は私も資源エネルギー庁の管理職を務めておりましたが、我が国の資源エネルギ

ー外交の代表例の１つとも言えるでしょう。 

 現在も丸紅や住友商事がウラン事業への参画を継続し、安定的に操業しているなど、長年に

わたる両国のWIN-WINの経済関係を誇りに感じています。 

 さて、近年は気候変動問題への対応が求められるなか、経済成長やエネルギー安定供給の両

立を図りながら、いかにカーボンニュートラルを実現していくか、これは、日本やカザフスタ

ンをはじめとする中央アジア諸国を含めた世界中の大きな課題になっております。 

 こうしたなか、この９月、西村経済産業大臣と中央アジア５カ国の関係大臣が東京に集まり、

「中央アジア＋日本」対話の経済・エネルギー対話を創設し、その第１回が開催されたところ

であります。カザフスタンからは、オンラインでサトカリエフ・エネルギー大臣がご参加くだ
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さったことに感謝申し上げます。 

 この成果として、カーボンニュートラル実現に向けたロードマップの策定や、二国間クレジ

ット、いわゆるJCMの活用、官民パートナーシップ（PPP）や民間の資金を活用したファイナン

スの重要性など、エネルギートランジションプロジェクトの組成に向け、共同声明という形で

一致を見たところであります。 

 特にJCMについては、一昨日の10月30日、ヌサンバエフ・環境・天然資源大臣と山田・駐カザ

フスタン日本大使の間で、その構築に係る協力覚書が署名されたところであります。JCMはパリ

協定の下での両国の排出削減目標（NDC）の達成に貢献する制度であり、両国のエネルギート

ランジションプロジェクトの形成に向けた大きな第一歩として歓迎いたします。 

 署名後の合同委員会の規則や設置に係る諸手続を経て、具体的なプロジェクトを実現してい

くことにより、日本とカザフスタンの経済・エネルギー関係がより一層深化していくものと期

待しています。 

 本日の協議会は、日本とカザフスタンのさらなる戦略的パートナーシップ構築のための４つ

の重点分野について議論を行う、時宜を得たものとなっております。 

 「GX（グリーントランスフォーメーション）分野」（第１分科会）においては、先ほど申し上

げたカーボンニュートラルや脱炭素、JCMに関する議論、「新分野」（第２分科会）では医療・製

薬等の分野、「輸送・ロジスティクス、都市インフラ整備分野」（第３分科会）、「エネルギー・

鉱物資源開発」（第４分科会）と、日本とカザフスタンの今後のビジネス展開の可能性を多層的

に議論する場となっています。 

 西村経済産業大臣も、早期に中央アジアを訪問したいとの意向を示しております。ぜひ、こ

の協議会を両国のさらなるビジネス機会創出の場としていただければと思います。 

 最後になりますが、今回も、日本・カザフスタン双方から数百名規模の政府機関・企業の

方々に、ここ東京にご参集いただきました。皆様のご経験、ご知見に基づく活発なやりとりを

通じて、本日の協議会が有意義なものとなることを祈念しまして、私の挨拶とさせていただき

ます。どうもありがとうございました。 
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シェグロヴァ・カザフスタン共和国産業・建設省 次官 

開会挨拶・キーノートスピーチ 

 

 尊敬する参加者の皆様、同僚そして来賓の皆様。まずは、両国の国家セクターの代表者の皆

様、企業代表者の皆様、そして日本側主催者の皆様に対して、カザフスタンと日本の二国間経

済関係の戦略的に重要な側面について話し合う機会を与えてくださったことに、感謝の意を表

したいと思います。 

 本日の協議会には、シャルラパエフ産業・建設大臣がカザフスタン側議長として出席するは

ずでしたが、皆様もご存知の事情で出席が叶いませんでした。そのため、本日は私が参加をし

ております。また、我が国の困難に際し、支援のお言葉をくださった日本の皆様に感謝いたし

ます。そして、日本カザフスタン経済官民合同協議会の共同議長である保坂様の一刻も早いご

快復をお祈り申し上げます。 

 前回の協議会から５年以上が経過し、この間、世界は、国際貨物の流れの減少をもたらした

コロナ禍をはじめ、デジタル化の発展、環境分野における国際意識の向上や脱炭素化に向かう

動きの加速化など、多くの変化に直面してきました。これらは国際情勢にも影響を与え、世界

の政治的分断は強まることとなりました。 

 そして目下、我々の課題は、複雑化するビジネス環境、サプライチェーンの混乱、原料・燃

料価格の高騰、また地球温暖化対策といった既存の問題を、二国間関係を強化するための新た

な可能性に変えるということです。まずはコロナ後の貿易量を回復させること、それから安定

しているが変化のないカザフスタンと日本の間のビジネス状況を分析すること、そして双方の

投資環境の改善を促進していくことです。これらの措置により、ビジネスや投資にとって有利

な条件を生み出すことができます。 

 両国の経済協力の発展におけるキーポイントの中でも特別な位置を占めているのは、産業の

デジタル化です。同分野は、革新的な技術、効率的な生産方法、持続可能な環境ソリューショ

ンを統合することができる、重要なリンクとなっています。産業プロセスへのデジタル技術導

入によって生産をさらに増やすことができる可能性があります。 

 世界的なデジタルトランスフォーメーション（DX）や「インダストリー4.0」への希求に関連

して、カザフスタンはこうした分野を発展させるための投資や知識を積極的に誘致しています。

我々は、産業分野におけるデジタル化、イノベーション、新技術開発の野心的なプロジェクト

への参加を日本企業に呼びかけたいと思います。 

 第一に、レアメタル・レアアースの生産分野におけるカザフスタンのマルチ・ベクトル外交

政策の立場を強調したいと思います。今日、カザフスタンは多くの先進国の経済において重要

視されているチタン、ベリリウム、タンタル、レニウム、オスミウム、バナジウムなどの金属

を生産しています。レアメタル・レアアースの埋蔵量も大きく、カザフスタン国内で採掘され

る大規模なもので申し上げますと、ニッケル、コバルト、タンタルなどの鉱床があります。 
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 またリサイクルにより、バッテリー、蓄電池、マイクロチップ、センサー、そのほか航空宇

宙産業向けの部品など、様々なハイテク製品を生産できる可能性があります。こうした製品は、

欧州諸国、日本、米国などの先進技術を持つ国々で非常に発展してきたものです。 

 全体として、カザフスタンは、コバルト、リチウム、タングステンなど新たな種類のレアメ

タルの採掘・加工に関わる新規プロジェクトの実施を計画しています。これに関連して、例え

ばリチウムイオンバッテリー生産のための合金、合金粉末、半製品の生産といったような、カ

ザフスタンにおけるバリューチェーン構築にぜひ参入していただきたいと考えております。 

 投資優遇という観点からここでご注目いただきたいのは、豊富な資源基盤を擁するカザフス

タンは、「資源と技術の交換」という原則に基づいた方向性の協力に前向きであるということで

す。 

我々は地下資源利用者に対し、カザフスタンおよび国連の規則・基準に準拠した、良心的な

資源の使用を期待しています。環境的な安全性と社会福祉の保全の重要性に留意してもらわね

ばなりません。また、優先されるのは、高付加価値製品の生産に投資する用意のある企業です。

我々の側は、加工度の深化につながるプロジェクトをあらゆる方法で支援する用意があります。 

 また、オフテイク契約やオフセット契約が地方の経済・産業の発展にとって重要であること

は注目に値します。投資を誘致し、現地の生産能力発展を図ることができるためです。またそ

のような契約を締結する際に提供される国の優遇措置は、地方生産者の競争力を高め、石油・

ガス関連分野の経済発展を促します。  

 オフテイク契約締結に際し、地元生産者は政府から減税や補助金、その他の支援を受けるこ

とができます。一方、外国企業は一定条件の下で現地経済に投資することを義務付けられます。 

 長期契約を確実にするメカニズムが機能しており、昨年だけでも140件以上、520億テンゲ相

当の契約が締結されました。カザフスタンにおける製造業の発展は、現在460億ドルに達すると

算定されている国内資金を活用する機会となります。域内全体の加工製品の市場ポテンシャル

は約3,000億ドルにのぼるとされています。 

 このほか、住宅・公共サービス分野、特に廃水処理分野における協力の重要性を強調したい

と思います。日本は廃水処理技術の開発・導入においてはリーダー的な立場におられます。同

分野で我々はあらゆる互恵的な協力を検討する用意があります。同分野はカザフスタンと日本

の経済関係における新たなポイントとなるでしょう。 

 今後、世界で変化しつつある秩序は調整され、我々の間の経済協力の形も明確にしていくこ

とができると考えております。この点では、新たな国際環境への適応が重要です。新たな輸送

ルートの開発や脱炭素分野での協力、技術移転の可能性は、二国間交流と互恵的な協力の新た

な展望を開くことができると思います。 

 最後に、我々の協働により、両国に経済的繁栄の新たな波を生み出すことができることを強

調したいと思います。我々は共に、明るく革新的で進歩的な未来を作ることができるのです。 

 ご清聴ありがとうございました。 
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パネルディスカッション 

 

広瀬 直・日本カザフスタン経済委員会 会長／丸紅㈱ 常務執行役員 

 

 それでは、これより全体会合のパネルディスカッションを開始いたします。改めまして、日

本側のモデレータを務めます、日本カザフスタン経済委員会会長、丸紅の広瀬でございます。

よろしくお願いいたします。 

 まず開始に先立ちまして、去る10月28日にカラガンダ州で発生いたしました炭鉱爆発事故

の犠牲者の方々に対し、謹んで哀悼の意を表し、関係者の皆様に心からお悔やみを申し上げ

るとともに、怪我をされた方々の一刻も早いご回復をお祈り申し上げます。また、そのよう

な状況の中で、カザフスタンから代表団の皆様が多数ご参加くださったことに改めて感謝を

申し上げます。それでは、ホスト側モデレータとして、本日のパネルディスカッションのテ

ーマと進行につき、一言ご説明申し上げます。 

 今回のパネルディスカッションのテーマ、それは、本協議会自体のテーマでもございますが、

「国際環境の変化に対応した日本・カザフスタン経済関係の新展開―新たな優先分野選定への

具体的アプローチ」であります。すなわち、ポイントは「国際環境の変化」であり、これに適

応した「新たな優先分野、あるいは有望分野」は何かということでございます。 

 前回、本協議会が開催されたのは2018年６月ですので、もう５年あまりが経っております。

この間、コロナ禍をはじめ多くの重大な出来事があり、日本とカザフスタンを取り巻く国際環

境にも数々の変化がありました。その中には、世界各地における政治的な分断の深刻化という

マイナスの方向への変化もあれば、環境意識の国際的な高まりや脱炭素に向けた動きの加速と

いった、プラスの方向への変化もございます。好むと好まざるとにかかわらず、両国の関係も

また、こうした変化の影響を受け、適応していかなければならないと思います。 

 日本とカザフスタンの経済関係につきましては、長年にわたり日本のカザフスタンからの資

源輸入と、日本からの自動車輸出という２分野に特化しておりまして、安定的だけれども発展

性に乏しいとの指摘がなされてまいりました。 

 両国の関係がもう一段進化するには、ビジネス分野の多角化、新たなプレーヤーの誘致など、

構造的な改革が必要との認識があったわけですけれども、本日の問題意識は、まさに現下の状

況への適応が、日本とカザフスタンの経済関係にこうした「新展開」をもたらすものになりう

るか、変化をビジネスチャンスに変えることは可能か、といった点にございます。またこうし

た場合、両国関係に新たな展開をもたらす、「新たな優先・有望分野」とはどういったものでし

ょうか。 

 これから、各パネリストの皆様には、各自４分の持ち時間を厳守いただき、ただ今申し上げ

た方向性にそって、それぞれのお立場から順次ご発言いただこうと思います。その後、ごく短

い時間とはなってしまいますが、パネリスト間での自由討議の時間を設けたいと存じます。 
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 ではここからは、当社、丸紅のカザフスタンにおける事業の現状につきまして、簡単にご紹

介させていただきます。 

 丸紅は、1993年にアルマトィにオフィスを開設して以来、30年間にわたりカザフスタンで活

動しており、エネルギー・石油・ガス部門などで多くの主要プロジェクトを実施してまいりま

した。アティラウ製油所の２度にわたる近代化、ハラサン鉱区でのウラン開発事業およびウラ

ン生産に必要な硫酸供給事業への投資は、丸紅の重要な成果の１つであります。おかげさまで

ウラン生産は順調に進んでおり、この場をお借りしまして、関係各位のご尽力に改めて感謝を

申し上げます。これらの案件に加え、丸紅はアスタナ空港の国内線ターミナルビルの建設や鉄

道軌道改修案件など、交通インフラの分野にも取り組んでまいりました。こうした活動の結果、

2016年より外国投資家評議会のメンバーを務めておりますけれども、外国投資家評議会の場に

おいても、非資源産品の輸出促進、経済の脱炭素化など、「新たな優先・有望分野」を追求する

議論がなされています。 

 当社といたしましても、今後は、世界各国で得た知見を活かし、カザフスタンにおいても社

会基盤整備のための官民パートナーシップ（PPP）事業の発掘推進や環境・ゼロカーボンといっ

た取り組みの実現に注力していきたいと考えております。 

 また、環境という切り口では、待望の二国間クレジット制度（JCM）に関する協力覚書が、一

昨日、10月30日に署名されました。これは日本とカザフスタン両国の企業にとって、新たな協

業のチャンスになると考えております。当社も同制度に則った候補プロジェクトをぜひご提案

させていただきたいと思っております。 

 

ウシバエフ・カザフスタン日本経済委員会 会長／ 

カラチャガナク・グリーンエナジー・コーポレーション（KGEC）社長 

 

 最初に、皆様の歓待と本協議会の延期に対する辛抱強いご協力に感謝いたします。昨年には

すでに本協議会の開催を検討していたわけですが、ようやくここに来ることができました。カ

ザフスタンに対する日本の皆様の関心が確実に高まるよう、どのように我々が協力していくこ

とができるか、喜んで議論をさせていただきたいと思います。 

 両国の外交関係は30年に及びますが、経済その他の分野における我々の協力の可能性は、ま

だ尽きていないと思っています。カザフスタンは天然資源の豊富さでよく知られておりますが、

技術的な設備を必要としています。こうした技術面では、カザフスタンの有する資源と適合す

る多くの産業において日本はリーダー的な立場にいらっしゃいます。 

 我々は日本の経験を学び、カザフスタンで我々と共にプロジェクトに投資いただくため、大

きな関心を持ってこちらにやってまいりました。プロジェクトの一例を挙げますと、水素・ア

ンモニア製造やガス化学の分野における日本の経験には、概して強い関心を持っております。 
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 カザフスタンは相当多くの天然ガスを生産していますが、にもかかわらず、付加価値を生み

出すという点ではそれをあまり活用できてはいません。近年、天然ガスや天然ガスから製造さ

れる製品全体の価格が高騰していることを、我々は皆、目の当たりにしてきました。カザフス

タンはガス化学製品を一定量は生産していますが、まだまだ供給が追い付いていない状況です。 

 日本企業は現在、世界中で、アンモニア、尿素、メタノールなど、ガスを原料とする製品を

生産する様々なプロジェクトに投資を行っておられます。我々はその経験を学び、同分野のプ

ロジェクトで協力していくことに強い関心を持っています。そのために、カザフスタンはすで

に１年以上取り組みを続けており、多くの労力を費やしてきました。対象となるプロジェクト

は、カラチャガナクというカザフスタン最大のガス鉱床に焦点を当てたものです。カラチャガ

ナク鉱床は、今後15～20年間開発可能で、年間最大150億㎥の生産能力が見込まれる、国内のみ

ならず世界でも最大規模のガスコンデンセート田の１つなのです。 

 また、我々は、日本がここ数年で大きな進歩を遂げた、石炭火力発電所でのアンモニアの燃

焼に関する経験や、天然ガスから低炭素アンモニアやその他製品を製造する技術にも関心があ

ります。 

 二国間クレジット制度（JCM）が署名されたことにより、小規模なプロジェクトの実施が可能

となりました。これは確かに重要なことですが、しかしながら特に大規模な協力プロジェクト

の場合、プロジェクト資金については個別の合意が必要となります。我々は、日本側とこのよ

うな協定を進めていくことに強い関心を持っています。 

 改めまして、この度の歓待に感謝申し上げます。 

 

徳田 憲・日本カザフスタン経済委員会 副会長／ 

住友商事㈱ 理事 グローバル戦略推進部長 

 

 住友商事の徳田です。最初に、カザフスタンの炭鉱での爆発事故でお亡くなりになった

方々に心よりご冥福をお祈り申し上げます。 

 さて、今回の合同協議会のテーマは「国際環境の変化に対応した日本・カザフスタン経済関

係の新展開―新たな優先分野選定への具体的アプローチ」ということで、私からは、カザフス

タンが独立した1991年からの両国の経済関係を振り返るとともに、今後の具体的なアプローチ

の１つの切り口として、両国民間企業の連携強化に向けたトレードビジネスへの取り組みにつ

いてコメントさせていただきたいと思います。 

 まず、日本とカザフスタンの経済関係を簡単に振り返ってみたいと思います。1991年にカザ

フスタンが独立して以降、商社を中心に日本企業も立て続けに現地事務所を開設しました。独

立当初は円借款を利用したインフラプロジェクトが形成され、アスタナの都市開発や空港改修

事業など、象徴的な案件が実施されました。2000年以降は資源開発が注目され、ウラン鉱山開

発やカスピ海沖油田開発など、日本企業もジョイントベンチャー（JV）に参画してきました。
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住友商事も2006年よりカザトムプロム社および関西電力と共にJVを設立し、ウラン生産および

販売、海外への輸出を行っております。こういった大型案件が続いた過去に対して、足元は円

借款によるインフラ整備などは卒業しており、民間企業の交流に基づいたビジネス開発をして

いく地合いになってきております。 

 しかしながら残念なことに、日本企業によるビジネス進出はまだまだ限定的で、カザフスタ

ン中央銀行のデータによると、日本からカザフスタンへの直接投資額は年間２～４億ドル程度

と、この10年増えておらず、カザフスタンへの直接投資額に占める日本企業の割合は１％に留

まっています。なぜ民間同士の交流・ビジネス創出がなかなか進まないのか、どうすれば多様

な産業分野で日本・カザフスタンの協力ができるのか、１つのシナリオを考える上で、経済構

造に着目いたしました。 

 カザフスタン経済は、政府支出と国営企業が占める割合が60％を超えており、政府セクター

が民間企業を支える色合いがとても強くなっています。この構造は、確かに政府主導でインフ

ラや資源開発といった大型ビジネスは立ち上がるものの、これら以外の産業がなかなか育ちに

くい面もあるのではないかと考えられます。逆に言うと、成長の余地が十分にあるとも捉える

ことができます。まさに、民間企業同士の交流・連携を通じた多面的なビジネス展開が、重要

な役割を担ってくるのではないでしょうか。 

 そのように考える中で、住友商事は日本の商社の中で唯一、支店ステータスを持つ拠点を有

しており、さらにカザフスタンの民間企業に対するアプローチを強めていきたいと考えており

ます。具体的には、トレードビジネスの強化・連携です。支店に在庫拠点を設けて、カザフス

タン企業の皆様へ日本製の農薬をはじめとして様々な日本・アジア製品の提供を目指していく

ほか、カザフスタンが産出するレアアース、マンガン等についても、スムーズな物流管理を実

現して、日本・アジアへの輸出を実現していきたいと考えています。こういったトレードビジ

ネスを切り口とした草の根的な、地道で現場に則したアプローチが、両国民間企業のより活発

なビジネス展開に繋がり、カザフスタン経済の発展に貢献できるのではないでしょうか。トッ

プダウン的な官民連携ももちろん重要ですが、現地に根差し、お客様と信頼関係を構築してビ

ジネスを創り上げるこのボトムアップのアプローチにも、同時進行的に取り組んでいきたいと

考えます。 

 

バタロフ・カザフスタン国家企業家会議所「アタメケン」会頭代理兼理事会会長 

 

 尊敬するシェグロヴァ様、松尾様、保坂様。保坂様はこの会場にいらっしゃいませんけれど

も、ご挨拶させていただきます。早期のご快復をお祈りいたします。そしてウシバエフ様、広

瀬様、皆様こんにちは。 

 カザフスタン国家企業家会議所「アタメケン」を代表して、第８回日本カザフスタン経済官

民合同協議会にご参加の皆様に、心からのご挨拶を申し上げます。 
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 まず、カザフスタンと日本の国交関係樹立30周年に、心からお祝い申し上げます。この間に、

両国には政治、貿易・経済、文化・人道分野における協力の強固な基盤が作られました。 

 また、本日の協議会の素晴らしい企画運営に対しまして、山田駐カザフスタン共和国日本国

特命全権大使、エシムベコフ駐日カザフスタン共和国特命全権大使、日本国経済産業省、カザ

フスタン共和国産業・建設省、そして我々のパートナーであるROTOBOの皆様に深く感謝申し

上げます。 

 日本は、これまでもカザフスタンのアジアにおける主要な貿易・経済パートナーであり、カ

ザフスタンへの投資国トップ10に入っています。日本の投資家の皆様と共同で、化学産業や機

械製造、インフラ整備、マイニングを含む様々な分野において、数多くのプロジェクトが実現

されてきました。このことはすでにご指摘のとおりです。 

 前回の協議会から５年以上が経過し、我々は新たな課題に直面しておりますが、協力を発展

させるための新たなチャンスも見えています。私は、本日の協議会が我々の協力に新たな推進

力をもたらすと確信しており、カザフスタン国家企業家会議所「アタメケン」には、この協力

を支援するためのあらゆる努力をする用意があります。成果を目指して我々の関係を再起動さ

せるべく、私は企業人として全力を尽くす所存です。 

 皆様ご承知のとおり、国家企業家会議所「アタメケン」は、カザフスタン最大の非営利団体

です。カザフスタンの200以上の様々な団体を傘下におき、国家当局に対するビジネスの利益を

代表し、擁護しています。カザフスタン経済の全分野において、法案や企業活動に関わる制度

の策定に積極的に関与しています。また「アタメケン」は、投資・ビジネス環境の改善を目的

とした経済改革の立案をサポートし、積極的に関与するとともに、我が国への外国投資の誘致

にも取り組んでいます。 

 そして現在、カザフスタン政府と共に、投資プロジェクトのモニタリングシステムの改善に

積極的に取り組んでいます。我々は、投資プロジェクトの実施状況をリアルタイムでモニタリ

ングし、投資プロジェクトの実施にあたる全参加者の透明性と責任感を高めることを可能にす

る「投資ポータル」を開発中です。 

 この点に関しまして、日本側の皆様に、投資を誘致するための効果的なインフラの構築につ

いて、経験の共有をしていただきたく、ご提案いたします。我々は、日本が世界におけるリー

ダー国の１つであると承知しております。 

 日本のパートナーの皆様、我々には地下資源利用、金属の高次加工、石油・ガス、化学、エ

ネルギー、グリーンエネルギー、農産分野、観光分野など、様々な優先的な産業分野における

協力の機会をご提案する用意があります。 

 これに関連して、カザフスタンの真の工業化の必要性に関する、国家元首・トカエフ大統領

の声明にご注目いただければと思います。財政的に安定した日本企業とのパートナーシップは、

カザフスタンのビジネスにとって優先的な意味を有するでしょう。我々、カザフスタン国家企

業家会議所は、信頼できるパートナーの選定やプロジェクト支援に必要なあらゆるサポートを
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提供する所存です。 

 最後に、この機会を利用し、日本のパートナーの皆様に、11月16日にアスタナ市で開催され

る国際フォーラム「KAZAKHSTAN-PRODUCED CONTENT 2.0」への参加を呼びかけたいと思い

ます。本フォーラムは、カザフスタン国内の商品生産者を支援し、国内における付加価値増加

を促進することを主な目的としたものです。 

 我々の協働が、パートナーシップを新たなレベルに引き上げることを期待しています。 

 どうもありがとうございました。 

 

西谷 毅・日本カザフスタン経済委員会 副会長／伊藤忠商事㈱ 顧問 

 

 ただ今ご紹介に与りました、伊藤忠商事の西谷です。まずはカザフスタン側・日本側、この

ような素晴らしい会合をご準備いただいた皆様、また私にこのような発言の機会を与えてくだ

さった皆様に感謝申し上げたいと思います。 

 本日の全体会合のテーマは、日本とカザフスタンの経済関係の新しい展開や優先すべき協力

分野ということですが、私の方からは、弊社のカザフスタンでの業務活動を簡単にご紹介し、

今後考えられる経済協力分野について意見を述べたいと思います。 

 伊藤忠商事は、1993年にアルマトィに事務所を開設し、30年もの間ビジネスを展開してきま

した。アルマトィ事務所の最初の大きなプロジェクトはODA案件で、IHI様が施工されましたセ

メイ市の「イルティシュ川つり橋案件」です。その後、ビジネス分野の多角化を図り、特にウ

ラン精鉱におきましては、日本企業の中でいち早く、2002年から引き取りを開始いたしました。

2005年にはカザトムプロム社向けに6,000万ドルの融資買鉱をアレンジし、長期にわたりウラン

精鉱を引き取ってまいりました。そのほか、現在はウラン以外の鉱物資源の引き取りや、機械

設備、消費財のカザフスタン向け輸出などを行っております。 

 弊社として、カザフスタンの持続的発展に向けた取り組みとして注目しているのは、環境に

配慮したビジネスや事業、例えば、GX、DX、廃棄物処理・リサイクルなどの推進・拡大になり

ます。本日このすべてをお話しすると時間がなくなってしまいますので、廃棄物処理とリサイ

クルについて絞ってお話をしたいと思います。 

昨今、カザフスタンでも、リサイクルやリユースの概念が草の根活動的に浸透してきている

と伺っております。カザフスタンは、10年も前に大統領令により、「グリーン経済への移行構想」

において循環型経済の提唱を始められたとのこと、また2017年のアスタナ万博では、再生可能

エネルギー導入への強いコミットメントを示されたと認識しております。カザフスタンは現在

もすでに都市ゴミの収集率は高いものの、リサイクル率の向上が課題かと思われます。これか

ら人口も増え、ますます経済発展していく豊かな国ですので、都市ゴミの排出量も次第に増え

てくることでしょう。リサイクルを奨励し循環型経済を構築していくことが、カザフスタンの

さらなる発展のカギではないかと考えております。 
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 一方、日本を見てみますと、日本は経済・社会情勢の変化およびそれに伴う廃棄物の質や量

の変化に応じて、さまざまな廃棄物問題を経験してまいりました。また、そうした問題を解決

するために、廃棄物処理・リサイクル分野における取り組みを発展させてまいりました。こう

した経験に基づく日本らしい貢献を行うことは、カザフスタンにとっても環境に配慮したスム

ーズな経済成長に繋がるのではないかと考えております。 

 例えば弊社の事業では、リサイクル分野におきましては、ポリエステルのケミカルリサイク

リングに取り組んでおります。これは、大量廃棄される衣料品を繊維原料に化学分解すること

で、繊維から繊維へのリサイクルを確立しています。 

 また、廃棄物処理の事業例としましては、セルビアで行っている廃棄物処理発電事業がござ

います。本事業は、ベオグラード市とPPP契約を締結し、家庭や事業所から排出される一般廃棄

物の（市全体の）66％に相当する、年間34万ｔの一般廃棄物を処理するものです。本事業では、

廃棄物の焼却処理の過程で発生する余熱を利用して、約３万世帯向けの電力供給、さらに冬場

には熱供給を行っております。また本事業により、CO2換算で年間平均21万ｔの温室効果ガスの

削減も可能であり、「Gold Standard」という国際認証機関からのカーボンクレジットの認証も取

得しております。 

 我々は、こういった経験をカザフスタンでの廃棄物処理・リサイクル分野にも活用できるの

ではないかと考えています。カザフスタンには1,900万人もの人口があり、大量の廃棄物が日々

発生しております。一方、現時点では、廃棄物は一定の分別の後、最終処分場に廃棄されてお

り、資源として有効に、十分に活用されていない状態かと思います。ポリエステルのケミカル

リサイクリングや廃棄物処理発電を実現するにあたっては、プラントの導入だけではなく、そ

の手前の廃棄物収集率のさらなる向上、分別の強化、中間処理場の導入などが必要となります。 

 一方、こうした廃棄物処理の高度化には、コストもかかります。政府や国民の負担も増える

かとは思いますが、循環型経済実現のためには非常に重要な施策であると考えております。ま

た、多くの方々から言及がございましたが、一昨日に日本政府とカザフスタン政府の間で二国

間クレジット制度の構築にかかる覚書が締結されました。この制度は廃棄物処理発電事業への

活用も検討できるのではないかと強く期待しています。 

 二国間の経済協力のさらなる深化に繋がるような新しい環境事業の創出・実現を心より期待

しております。 

 

ハセノフ・カザフスタン共和国エネルギー省 次官 

 

 皆様こんにちは。本日、すでに何度か言及されておりますけれども、本日の協議会の主な課

題は、カザフスタンと日本の二国間協力に新たな弾みをつけることです。企業の皆様よりすで

に示されたように、我々はウラン採掘の分野において大変緊密な協力関係を進めてきました。 

 ここで住友商事と関西電力の両社に対して申し上げたいのは、2006年に最初の合弁会社であ
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るウラン採掘会社が設立された当時、我々の課題はもっと広範囲に及んでいたということです。

日本の原子力発電所に二酸化ウランを供給するため、ウランをより高いレベルで加工する協力

を想定していました。 

 現在、両国がウラン採掘で非常に良好な協力関係にあるのは事実で、日本企業が参加する３

社は約4,000ｔのウランを採掘しており、これは非常に大きな生産量です。しかし今、我々が必

要としているのは、まさに私が申し上げたい第一のテーマですが、2006年に国営企業カザトム

プロムと住友商事が合意した、このプログラムを復活させることです。エネルギー省としてあ

らゆる支援を提供しなければなりませんし、我々にはその用意があります。 

 今日、日本では、以前に停止した原子力発電所での発電を再開させるプロセスが進んでいる

と承知しています。停止した原子力発電所が再稼働するということは、そのための原料や燃料

が必要となるということです。我々はすでにウルバ冶金工場で国内原料による燃料集合体を生

産しておりますので、この方向性でも協力する用意があります。 

 再生可能エネルギーに関しては、カザフスタンには明確な目標があります。2050年までに国

の発電量全体の50％を再生可能エネルギーにするというものです。現在のレベルは約５％です。

つまり我々は大きな計画を持っており、非常に多くのプロジェクトが進んでいきますので、ぜ

ひ日本企業の皆様にも加わっていただければと思います。 

 カザフスタンは、オープンで透明性の高い、非常に便利なオークションによる入札メカニズ

ムを導入しております。現在、このオークションを利用して、およそ13カ国が約2.4GWの再生可

能エネルギープロジェクトに参加し、プロジェクトを実施しています。したがって、我々はこ

の機会に、日本企業の皆様にもぜひ参加を呼びかけたいと思います。エネルギー省として、法

律面でご説明が必要な場合には対応いたします。 

 本制度では、再生可能エネルギー源から生成された電力の15年間の買い取りが保証されてお

ります。さらに、プロジェクトを促進する多くの優遇措置があります。まさにこういった分野

で、これが第二のテーマになりますが、日本側が持つ豊富な経験を考慮して、我々は共に取り

組んでいくことができると思います。協力の大きな可能性を感じています。 

 炭化水素資源に関して言えば、同分野も我々にとって伝統的に非常に重要であり、ご存知の

とおり、日本側はINPEXが、カザフスタンだけでなく世界的にも最大級であるカシャガン鉱床の

開発に参加されています。これは巨大で非常に複雑な鉱床です。しかし、カザフスタンがこの

段階に留まることを望んでいないことも明らかです。本日すでに指摘されたことですが、我々

は、炭化水素の加工、つまり石油・ガス化学分野の発展という方向性を定めました。今後の採

掘は、高い付加価値を持つ高度加工製品の生産のために活用しなければなりません。 

 カザフスタンは今後、数年以内に少なくとも石油は年産１億ｔ、天然ガスは800億㎥以上に達

する予定です。ガスは主に随伴ガスですが、本日も指摘がありましたけれども、これを収益化

させる必要があります。つまり、ここにも経済効率を高める新技術を導入するための幅広い領

域が存在するということです。ガスを地層に圧入するのではなく、現金化できればと思ってお
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ります。 

 しかし、専門家の方々はご理解されていると思いますが、ガスの圧入は単なる再利用ではな

く、油層の圧力を維持するために行われます。つまり否応なしにガスに代わるものが必要なの

です。圧入のためのガスをより効率的な媒体に置き換えるため、ここでも技術が重要です。CO2

の注入が検討されています。我々はカーボンニュートラルについて話してきましたが、学ぶ準

備はできております。ここには炭化水素の大きな可能性があります。 

 カザフスタンでは昨年、地下資源利用法の大きな改正が行われました。先ほどバタロフ氏か

らも正しくご指摘をいただいたとおり、新たなインセンティブや新しいメカニズム、特に改良

されたモデル契約のメカニズムが導入されました。これにより、まず地下資源利用に関わる税

制を安定させることができ、また非常に幅広い優遇措置が整備されました。 

 カザフスタンには燃料換算で約760億ｔもの埋蔵量がありますが、地質探査の面で大きな課題

を抱えています。改良されたモデル契約は、探査終了後のスムーズな生産への移行と、炭化水

素の生産サイクル全体を通じて優先権を獲得する機会を提供するものです。ここではすでに多

くの外国パートナーがおります。2022年12月に大統領が法改正に署名し、今日までに総額約90

億ドルに上る３件の改良モデル契約が結ばれました。このように、すでに他国からも関心が寄

せられている、とても良いメカニズムです。我々は、参加を希望される日本企業に対し、支援

する用意があります。 

 それから、JOGMECについては、最近カザフスタンをご訪問いただいたところです。同機構

は地質探査の分野で大変高い技術を持つ組織の１つですが、残念ながらその事業範囲は、日本

政府の支援による地質探査に限られています。彼らの協力により、以前、我々はアクトベ州の

テレスケン地区で鉱床を発見しました。 

 1994年にはアラル海においても同機構の協力で地震探査を実施しており、現在、データの再

解釈が行われています。このように高解像度の地震探査、地質探査の分野には大きな可能性が

あるため、我々は日本企業と緊密に協力していきたいと考えています。またここで重要なこと

は、日本政府の立場が、JOGMECを支援し、カザフスタンとの協力範囲を拡大する方向性にあ

ることだと思っています。 

 石油精製や石油化学も非常に重要な分野です。先ほど伊藤忠商事がポリエステルに言及され

ましたが、ポリ塩化ビニル（PVC）もあります。皆様もご存じのとおり、PVCは大変汎用性の高

いものです。しかし問題は何かと言いますと、我々はまず工場を建てねばならないということ

です。加工、販売はその先のことです。 

我々は昨年末、カザフスタンに世界でも最大規模のポリプロピレン生産プラントを建設し、

本年、稼働を開始させました。現在はさらなる加工に向けて取り組みを進めております。我々

エネルギー省が、現状をどのように見ているかと申しますと、品目拡大のため、まずは輸入原

料に基づいて工場を建設し、追って国産原料に置き換えていくということです。ここで重要な

のは、ポリプロピレンの製造を始めてから現在は64種類の製品をもち、さらに改変を進めてい
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るということです。すべてのプロジェクトの検討には、設計から建設に至るまで、例えそれら

が小規模であっても、いずれにせよ時間がかかります。 

 カザフスタンはポリエチレン工場を建設し、2029年までに全世界のポリエチレン消費量の

1.5％をカザフスタンで生産することを目標としています。約130万ｔ、より正確には125万ｔを

カザフスタンで生産する予定です。 

 加えてエチレンがあれば、石油・ガス化学のサイクル全体が現れることになります。PVCには、

ご存知のとおりエチレンが必要です。ポリスチレンにもエチレンが必要です。ベンゼンは既に

あり、またカザフスタンは、パラキシレン、エチレン、ポリエチレンテレフタレートを生産す

る用意があります。ここにいらっしゃる専門家の方々はお分かりかと思いますが、これらすべ

ての方向性でまだ手の付いていない領域があり、我々には協力する用意があります。 

 このほか、日本企業の皆様を誘致したいと思っている分野として、カザフスタンで最初の近

代化にご参加いただいた１社である丸紅からもお話がありましたが、改めて今後は水素が我々

にとって非常に重要であるということを申し上げます。 

 昨日ここ東京で、１カ所だけ水素ステーションを見ることができました。水素燃料は我々に

とってCO2削減の面で非常に興味深いものです。 

 どうもありがとうございました。 

 

吉川美樹・日本カザフスタン経済委員会 副会長／三井物産㈱ 顧問 

 

 ご紹介に与りました三井物産の吉川と申します。まずは鉱山事故に接しまして、心よりお見

舞い申し上げます。また幾多の困難を乗り越えて本日を迎えましたこと、この協議会開催にあ

たって大変なご尽力をいただきました関係者の皆様方に、改めて敬意を表したいと思います。 

 我々三井物産は、カザフスタンでの取り組みや経緯をまずお話しし、その後関連事業につい

て説明を加えるという形で申し上げたいと思います。 

 当社は1993年にアルマトィに、そして2005年にアスタナに事務所を開設し、現在、日本人駐

在員、現地スタッフを配して事業開拓を進めております。 

 また、カザフスタン内には事業子会社として、コマツの鉱山機器をExclusiveに扱うKOMEK 

Machineryを2006年に設立し、日本人スタッフも複数名配置しております。 

 現在の当社のカザフスタンにおける重点的な取り組みにつきましては、大きく分けて①鉱山

関連事業、②原油関連事業、③食農関連事業、④脱炭素関連事業の４分野で進めております。 

 まず鉱山関連で申し上げますと、ご高承のとおり、カザフスタンは世界有数の資源国で、競

争力の高い鉱山や金属製品の製造拠点を多数有しております。特に鉄鋼製品の添加剤となる合

金鉄は日本の鉄鋼メーカーにとっても貴重な供給源となっており、当社も永らく日本向けの輸

入に従事し、カザフスタンでの合金鉄事業の協業にも引き続き興味を持っております。 

 また、当社は合金鉄に加え、カザフスタンでも探査案件が活発化しているリチウムやレアア
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ースといった今後の電動化社会に不可欠な原料の案件発掘にも取り組んでおります。 

 鉱山関連事業につきましては、先に申し上げたKOMEK MACHINERY Kazakhstanを通じ、カザ

フスタン国内の鉱山および道路・土木工事事業者向けにコマツ製の機械・部品の販売ならびに

修理・メンテナンスサービスを提供しております。なお、コマツ様は本年９月に現地法人を設

立いたしましたので、引き続き同社とも連携・協業のうえ、カザフスタン鉱山業の発展に向け

た取り組みを行ってまいります。 

 なお、当社は1990年代からカザフスタンの主要金属資源企業にブリヂストン社製の鉱山用大

型タイヤを販売しておりまして、年間取引規模は数千万ドルにも及んでおり、取引は順調に増

加しております。 

 次に石油関連事業について申し上げます。カザフスタンは世界有数の産油国ということで、

当社は石油・ガストレーディングに従事する100％子会社のMitsui and Co. Energy Trading 

Singaporeを通じて、カザフスタン産原油の売買を活発に行っております。 

 カザフスタンにはカシャガン、テンギス、カラチャガナクという三大巨大油田がございます

が、それぞれの油田には西側のオイルメジャーも出資参画していると思います。カシャガン油

田には日本のINPEXも出資参画しております。日系企業同士の相互発展の良い機会でもあります

から、当社は原油売買に留まらず、油田オペレーションに関連する鉄鋼製品や化学品の取り組

みも行っており、引き続きカザフスタンの石油産業への多面的な貢献を目指しております。 

 次に食農関連事業について申し上げます。カザフスタンは伝統的に旧ソ連における有力な農

業生産国としての地位を占めており、また近年、若年層を中心に人口が増加しているというこ

とで、消費地としても急速に発展されております。かかるなか、当社はカザフスタンと食料

品・種子・農薬等を切り口とした取り組みを拡大すべく、尽力中であります。 

 例えば、当社は欧州や米国で農薬やトマト種子の製造子会社に出資参画しております。これ

らのグローバル展開として高品質の農薬・種子をカザフスタンに供給することで農業の発展に

寄与するとともに、カザフスタンは世界第３位のアマニ生産国であることから、アマニを日本

に輸入するべく新しい貿易ルートの開拓にも同時に取り組んでおります。 

 消費サイドにつきましては、当社はベトナムのMinh Phu Seafood Corporationから、同社製のエ

ビ製品をカザフスタン外食産業チェーン向けに販売開始いたしました。2024年には日本～カザ

フスタンの直行航空便も開通いたしますので、そこに向けて、日本の水産物や和牛のカザフス

タン向け供給などを含めた、日本とカザフスタンを直接結ぶ食料品ビジネスの開拓にも尽力し

てまいります。 

 最後に脱炭素関連事業につきましては、Conventionalな事業領域に加え、当社は脱炭素事業や

再生エネルギー事業にも積極的に取り組んでおります。カザフスタンも同様に2060年のカーボ

ンニュートラル達成を見据え、関連する新規事業に着手するなか、当社は油田オペレーション

現場での温室効果ガス排出削減に関わる鉄鋼製品の関連事業や、当社が出資参画する、工場の

排ガスからエタノールを製造する技術の紹介等を含めて、カザフスタンのカーボンニュートラ
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ルに資する事業に取り組んでまいります。 

 また、これらに限らず、日本の医療技術を活用したビジネスの導入、カスピ海ルートの開発、

そして当該ルート利用した新規ビジネスへの参入等、幅広い分野での事業展開を目指しており

ます。 

 

イブライモフ・AO「Kazakh Invest」 取締役会副会長 

 

 尊敬する会議参加者の皆様、両モデレータに感謝いたします。まず皆様にご挨拶申し上げま

す。日本はカザフスタンにとって、特に戦略的重要性を持つ国であり、我々の協力は強固な友

情と相互支援に基づいているということを申し上げたいと思います。そして今日の我々の目的

は、第一にそれらを多面的に強化し、良好な投資環境を作り出すことです。 

 カザフスタンにとって日本は最大の経済パートナーの１つであり、外国投資家の中でも特別

な地位を占めています。本日も我々の報告者が指摘したように、カザフスタン独立後30年間に

おける日本からの投資総額は、ほぼ80億ドルに達しております。そして現在、カザフスタンに

は約60社の日本企業が進出しています。私は、この協力が今後も強化され、その可能性を拡大

し、両国に相互利益をもたらすものと確信しています。 

 本日は、カザフスタンの投資可能性と、我が国が投資家に提供しているいくつかの支援策を

簡単に紹介したいと思います。 

 我々カザフスタンは、中央アジアで最も魅力的な中心地です。過去30年間でカザフスタンに

は約4,250億ドルの投資が誘致され、地域では最大の額となっています。また、2022年の外国投

資の総流入額は約280億ドルに上りました。これは過去10年間の記録を破り、2021年と比較して

約20％の増加を示しています。 

 多くの国際企業が、我々を信頼し、自社の発展戦略の優先的な方向性としてカザフスタンを

選択し、今日では経済の様々な分野で成功裏に事業を展開しています。計約４万5,000社の外資

企業がすでに、我々が提供する支援策を積極的に利用しています。東京製綱、日立製作所、JT

などの日本の大手企業もいらっしゃいます。 

 それでは、カザフスタンが中央アジア地域で持つ強みについていくつか申し上げたいと思い

ます。第一に、カザフスタンがユーラシアの中心に位置しているということです。それから先

ほどエネルギー省のハセノフ氏が指摘したように、豊富な天然資源があります。また、バタロ

フ氏からは良好な投資環境についても言及がありました。我が国は、国による包括的な助成措

置と、比較的手頃な価格で若く優秀な労働力を提供しています。 

 また、カザフスタンはユーラシアの中心にある、巨大なトランジット・ハブ国でもあります。

カザフスタンには13ものトランジットルートが通っており、過去15年間で同分野に約350億ドル

が投資されてきました。またユーラシア経済連合加盟国、つまり中央アジア、そして中東を含

む主要な市場にアクセスすることができます。 
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 加えて、日本は近年、積極的に農業開発をされていますので、我々には農地拡大の大きな可

能性があるいうことも指摘したいと思います。カザフスタンは農地面積においては世界で第６

位であり、その面積は約２億2,000万㏊です。 

 また、カザフスタンが事業実施のための包括的な提案や競争環境を提供していることにもご

注目いただきたいと思います。我が国では、企業支援や政府・投資家間の相互協力のための

様々なプラットフォームが機能しています。 

 例えば、カザフスタン共和国大統領直轄の外国投資家評議会は、いくつかの主要な戦略的課

題の解決に取り組んでいます。さらに、首相が議長を務める投資環境改善会議や投資戦略本部

があります。投資戦略本部の方は、より体系的に既存のビジネス上の問題に対処しています。 

 カザフスタン政府は現在、外国企業に包括的な支援、すなわちファイナンスおよび非金銭的

なインセンティブの両方を提供しています。列挙すると、様々な補助金のほか、法人税、付加

価値税、土地税、資産税の免除などがあります。非金銭的な支援としては、土地やインフラを

提供しています。世界の経験に則して、カザフスタンはインフラが整備された14の経済特区と

約35のインダストリアル・ゾーンを創設しました。 

 さらに、カザフスタンは最近、「投資契約」という方策を導入しました。カザフスタン共和国

政府と投資家の間で締結されるもので、それにより25年間の法的安定性が保証されます。 

 国営企業「カザフインベスト」は、投資誘致のための国家機関であり、国内における投資プ

ロジェクトの統一オペレーターでもあります。我々は国内外にネットワークを持っており、外

国投資家、とりわけカザフスタンにおられる日本の投資家にとっての主要な投資パートナーと

してガイドをする用意があります。 

 我々は、最初の交渉からあらゆるサポートサービスを提供します。つまり、工場の立ち上げ

にとどまらず投資後のサポートも提供します。投資家を放っておくことはありません。 

 本日の協議会が重要な成果をもたらし、カザフスタンと日本の協力の発展に貢献することを

願っています。ありがとうございました。 

 

広瀬 直・日本カザフスタン経済委員会 会長／丸紅㈱ 常務執行役員 
コメント 

 

 パネリストの方々から大変貴重なご意見をいただきまして、様々な新しいヒントがあったの

ではないかと思います。やはり天然資源が豊富であるということを踏まえた、石油・ガス、化

学等の新たなポテンシャルについてのお話、また脱炭素、廃棄物・リサイクル、あるいは食料

や農業といった、まさにカザフスタンのおかれている様々な課題を解決するというお話もあり

ました。そして政府との関わりがあるという中で、カザフスタンがどのように経済構造を変え

ていくのか、投資を誘致していくのか、カザフスタンの投資先としての魅力についても様々な

ヒントがございました。どうもありがとうございました。 
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 本来、ここから自由討論とする予定でしたが、残念ながらすでに全体会合の終了時間が迫っ

ております。つきましてはこれまでのパネリストの皆さんのご発言を踏まえ、最後に協議会議

長･副議長の皆様より一言ずつ総括コメントをいただき、パネルディスカッションを締めくくり

たいと思います。 

 

ウシバエフ・カザフスタン日本経済委員会 会長／ 

カラチャガナク・グリーンエナジー・コーポレーション（KGEC） 社長 
コメント 

 

 あまり時間を取らないよう、一言だけ申し上げたいと思います。日本企業のコンピテンシー

や経済的利益と、カザフスタンがもつ天然資源のポテンシャルは、その地理的・技術的な複雑

性とともに、互いにマッチすることは明白だと思います。 

 

松尾剛彦・日本国経済産業省 通商政策局長 
コメント 

 

 最初にモデレータの広瀬様から「日本とカザフスタンの関係を、エネルギーを輸入して自動

車を輸出するという単純な関係から、現在の状況下で変えていくことができるのか」という議

題を設定いただいたわけですが、これは変えられそうだと、変えるポテンシャルがあることを

非常に実感できたというのが、本日のこの議論の成果ではないかと思います。 

 特に、エネルギートランジションにおいて、これまでエネルギーを長く安定的に供給いただ

いたカザフスタンと日本の信頼関係。それを基にした、省エネ・再エネ、さらには水素・CCS・

アンモニア等の様々な日本の技術も活用した形での投資機会の広がり。あるいは世界のエネル

ギートランジションを支える重要なウランあるいはその他の重要鉱物、それらを日本とカザフ

スタンが協力して世界に提供していける可能性。そして最後に、現在、若い人口で伸びていく

成長市場。先ほどサーキュラーエコノミーや食品・水産物の話もございましたけれども、こう

したまさに国民の生活を豊かにしていく中での貢献の可能性が確認できたと思います。 

 我々日本政府としても、カザフスタン政府と共にしっかりとご支援をさせていただき、また

先ほど保坂経産審が申し上げましたが、西村大臣もぜひ近いうちにカザフスタンを訪問したい

と思っておりますので、その時に１つでも多くの具体的な協力案件を作ることができるよう、

さらに産業界の皆様と協力していきたいと思います。ありがとうございました。 

 

シェグロヴァ・カザフスタン共和国産業・建設省 次官 
コメント 

 

 本日の日本カザフスタン経済官民合同協議会は、５年ぶりの開催であったかと思いますが、



24 
 

協力の弾みをつける新たな機会になったと考えています。 

 パネリストの皆様からは、日本側もカザフスタン側も関心のある多くのテーマが指摘され、

また世界経済、両国で起きた重要な変化についての言及がありました。本日ご指摘、言及があ

った方向性というのはすべて、我々が将来的に協力を重ねていくことができる有望な分野であ

ると思います。 

 我々カザフスタン政府の側から、あらゆるレベルで常々申し上げてきたことでありますけれ

ども、我々は国内企業に対しても、またカザフスタンに参入してくださる投資家に対しても、

あらゆる面での支援を行い、カザフスタンの産業そして経済全体を発展させていきたいと思っ

ています。ありがとうございました。 

 

広瀬 直・日本カザフスタン経済委員会 会長／丸紅㈱ 常務執行役員 
総括コメント 

 

 本日は皆様から非常に中身の濃いご意見を沢山いただきました。カザフスタンのビジネス、

そして投資先としての魅力、ポテンシャル等を、様々な方からの視点でご紹介いただきました。

そして現在、これまでの既存のビジネスを超えて、どのような新しい可能性があるのかという

ことを、それぞれの立場からご指摘いただきました。先ほど皆様からもありましたように、や

はり民間企業と政府が情報交換をして、どのように実現してくのかということを共に考えてこ

そ前に進めると思いますし、何にしてもやはり、中央アジアと日本の関係は今後、戦略的にも

大変重要になってくると思います。非常に大きなポテンシャルがあると皆様も感じたと思いま

すので、ぜひ本日の全体会合でのディスカッションを踏まえ、またこれから分科会に分かれて

議論していただきますけれども、そこでさらに議論の深掘りをしていただければと思います。

ありがとうございました。 
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議事録署名 

 

 全体会合の最後には、第８回日本カザフスタン経済官民合同協議会の議事録署名式が行わ

れた。協議会のカザフスタン側議長を務めたシェグロヴァ・カザフスタン共和国産業・建設

省次官、保坂・経済産業審議官に代わって会場で日本側の議長代理を務めた松尾・経済産業

省通商政策局長（代理署名）、カザフスタン側副議長のウシバエフ・カザフスタン日本経済

委員会会長、日本側副議長の広瀬・日本カザフスタン経済委員会会長の４名が署名を行った。 
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＜分科会要旨＞ 

 

第１分科会 

GX（グリーントランスフォーメーション）における協力の可能性： 

カーボンニュートラルと経済成長の両立 

 

 第１分科会は、「GX（グリーントランスフォーメーション）における協力の可能性：カーボン

ニュートラルと経済成長の両立」をテーマとして、世界的な脱炭素に向けた動きの加速化を二

国間経済関係の新展開にいかにして繋げるかを論点に、日本側およびカザフスタン側より計６

名が報告を行った。 

 各報告に入る前に、モデレータを務めた渡邉・経済産業省通商政策局ロシア・中央アジア・

コーカサス室長が、2050年のネット・ゼロ・エミッション社会に向けた日本のエネルギー政策

ついて紹介した。2023年５月のＧ７広島サミットや同年９月の「中央アジア＋日本」対話・経

済エネルギー対話の成果、また本協議会の直前10月30日に両国間で協力覚書の署名が行われた

JCMについて言及し、官民で連携してエネルギートランジションプロジェクトを作っていく意向

を示した。 

 最初の報告者である木村・経済産業省産業技術環境局地球環境対策室地球環境問題交渉官は、

JCMの最新動向について説明を行った。JCM制度の枠組みを紹介し、プロジェクトの初期投資に

対して日本政府が支援を行うメリットをアピールした。また、合同委員会の設立等を通したプ

ロジェクト運用方法や、JCM制度を利用したプロジェクトの具体的な実施フローについて説明し

た。さらに経済産業省の支援としてフィージビリティスタディや実際の技術導入プロセスにお

けるNEDOのデモンストレーションプログラムを挙げ、両国の政府・企業により共同でプロジェ

クトを実施していきたいと意欲を述べた。 

 次に、クルマラエフ・環境・天然資源省次官は、カザフスタンが2060年までにカーボンニュ

ートラルを達成する戦略を採択しており、2030年までに温室効果ガス排出量を1990年比で15％

削減するよう、本年、NDCの見直しが行われたことを報告した。また、JCMの協力覚書締結が、

両国による今後の関連プロジェクト実施のための協力の基礎となり、同制度を利用した協力が

両国の大きな方向性の１つとなることから、民間企業と政府が力を合わせて具体的なプロジェ

クトを選択し、実施していきたいと期待を示した。 

 続いて、平井・経済産業省資源エネルギー庁資源燃料部資源開発課総括補佐より、同庁がア

ジア諸国との間で取り組む、各国の事情を考慮した現実的なエネルギー移行に向けた支援策で

ある「アジア・エネルギー・トランジション・イニシアティブ（AETI）」について報告が行われ

た。同イニシアティブの柱として掲げるロードマップ策定支援やファイナンスの確立・普及、

脱炭素技術に関する人材育成等での取り組みを紹介し、カザフスタンとも協力の可能性を模索

していきたいと述べた。 
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 ギムラノヴァ・「Kazakh Invest」プロジェクトマネージャーは、カザフスタンのグリーンエネ

ルギーへの移行について、再生可能エネルギー開発の現状を紹介した。同国には現在、総発電

量2.5GW、142カ所の再生可能エネルギー発電所があり、2050年までに国の総発電力における再

生可能エネルギー割合を50％にする野心的な目標を掲げていると説明した。また2018年より導

入された再生可能エネルギープロジェクトの入札制度に触れ、最長20年間のオークション価格

での電力買い取り保証など、投資家への優遇策をアピールした。このほか、グリーン水素の製

造についても需要が見込まれる重要な方向性であることから、日本企業との協力を呼びかけた。 

 柴田・㈱三菱UFJ銀行アルマティ駐在員事務所所長は、邦銀で唯一中央アジアに拠点を持つ同

社のカザフスタンでの実績を紹介し、GXの実現に向けた協働の可能性について報告を行った。

ファイナンスを通じた脱炭素化の取り組みとして、国内外で多くの企業に新たなサステナブル・

ファイナンスの導入に関する協議・提案を行った実績や、再生可能エネルギープロジェクトへの

ファイナンス支援やグリーンローン、脱炭素化プロジェクトへの関与など案件事例を紹介した。 

 最後の報告では、阿波野・㈱IHI事業開発統括本部アンモニアバリューチェーンプロジェクト

部主幹が、日本政府の支援のもと同社が普及に取り組む燃料アンモニアについて報告を行った。

燃料アンモニアは、既存の発電所を活用してCO2排出量を削減できるため、豊富な天然資源を活

用しつつ、脱炭素化とエネルギーの安定供給を両立するという課題を克服するソリューション

の１つであると、その有用性を強調した。 

 

◆第１分科会資料 

ギムラノヴァ・AO「Kazakh Invest」プロジェクトマネージャー 

「再生可能エネルギーについて」 
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第２分科会 

日本･カザフスタンビジネスにおける新分野 

 

 第２分科会「日本･カザフスタンビジネスにおける新分野」では、二国間ビジネスにおけ

る有望な新分野の開拓へ向けたアプローチとして、６名が報告を行った。モデレータはナヒ

プベコフ・カザフスタン国家企業家会議所「アタメケン」副会頭が務めた。 

 最初に、山田・（一社）国際メディカル・コーディネート事業者協会（JIMCA）代表理事

が、医療ツーリズムに基づく医療交流の可能性について報告を行った。同協会の理事会社が

医療滞在ビザの身元保証機関となって130カ所の日本医療機関と提携し、渡航準備から帰国

後のフォローアップまで、患者や日本医療機関の窓口となる役割を説明した。また、コーデ

ィネート事業者の現地支店開設や代理店との提携、医療機関同士の提携など、医療ツーリズ

ムを通じて新たな交流が生まれた事例を挙げ、カザフスタンとの協力に期待を示した。 

 次に、ウアヒトヴァ・軽工業企業連合「Qaz Textile Industry」会長が、カザフスタンにおけ

る軽工業分野の現状や日本との協力の可能性について報告した。具体的な協力の方向性とし

て、日本製の機械・設備の輸入だけでなく、ファスナー等の服飾資材を製造するための合弁

会社の設立や、東欧向けの日本ブランド製品をカザフスタン国内で製造することを提案した。 

 続いて、小野沢・ブックオフコーポレーション㈱海外事業支援部チーフマネージャーが、

海外での日本の中古品販売事業「Jalan Jalan Japan」について、自社のカザフスタン進出の成

果を報告した。2022年10月にアルマトィ市の郊外にオープンした１号店、2023年９月に同市

街地にオープンした２号店を紹介したほか、今後は合弁化を検討しており、2027年には国内

にさらに20店舗以上の出店を予定していると説明した。 

 カンキン・「Tech Garden」社長は、カザフスタンの鉱業・冶金分野におけるデジタル化に

ついて、約200社のスタートアップ企業と93社の地下資源利用企業を結ぶ、同社のITハブと

しての役割やその活動内容を報告した。独自のファイナンスによるスタートアップ支援や産

業アクセラレーションプログラム、国内外での産業ツアーの実施、国際展示会への出展など、

プロジェクト例を交えて紹介した。 

 林・㈱ファイテック代表取締役は、同社が森林火災用に開発した消火剤「フォレスト・デ

ィフェンダー」について報告を行った。同製品は、従来の１～３％の量で水の約5.7倍の消

火能力を持ち、寒冷地の泥炭火災にも強く、環境に優しい消火剤であると説明し、カザフス

タンの森林火災対策に貢献していきたいと意欲を示した。 

 最後に、坂口㈱テクノソリューション取締役事業部長が、ITを活用した地域活性化に向け

た協力についての報告を行った。同社が日本の地方都市で教育機関や地元企業と連携して取

り組みを進めているスマート農業の研究事例や、新規事業として注力しているオンライン型

ビジネス教材を活用したエドテック事業について紹介し、カザフスタン企業に対して、日本

の地方における同分野での連携を呼びかけた。 
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◆第２分科会資料 

ウアヒトヴァ・軽工業企業連合「Qaz Textile Industry」会長 

「日本との協力」 
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カンキン・「Tech Garden」社長 

「ビジネスにおけるITイノベーション」 
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第３分科会 

輸送・ロジスティクスおよび都市インフラ整備分野における協力 

 

 第３分科会では、「輸送・ロジスティクスおよび都市インフラ整備分野における協力」を

テーマに、６つの報告が行われた。主に現下の国際情勢に適応した、ユーラシアを横断する

新たな輸送ルートの開発について、双方が官民それぞれの立場から報告を行った。このほか、

日本側はカザフスタン側の希望で耐震技術について報告し、カザフスタン側は航空分野でナ

ショナルフラッグキャリアが報告を行った。モデレータは、トレポフ・カザフスタン共和国

運輸省運輸委員会副議長が務めた。 

 最初に、日本側より市場・外務省欧州局中央アジア・コーカサス室長が、カスピ海ルート

の重要性と課題について報告した。日本にとって同ルートが中央アジアとの間の輸送路とし

て、また欧州との間の陸上代替輸送路として重要だと述べ、課題としてインフラ能力不足や

税関手続きの効率性改善などを指摘した。今後、日本としてJICAや国際機関と連携し、訪

日研修や通関円滑化プロジェクトを通じて、ソフト面でのボトルネック解消の取り組みを強

化していく意向を示した。 

 次に、アブディケリモフ・カスピ海横断国際輸送ルート（TITR）協会事務局長は、11カ

国より輸送インフラ・物流企業25社が参加する同協会について紹介し、活動のベースとする

中国の「一帯一路」構想や、EUの「Global Gateway」および米国の「グローバル・インフラ

投資パートナーシップ（PGII）」等のインフラ支援プログラムを推進しながら、投資を誘致

していきたいと述べた。また、2027年までの５カ年計画「ボトルネック解消のためのロード

マップ」が総額60億ユーロ以上をかけて進行中であると説明し、日本企業との協力を進めて

いきたいと語った。 

 尾関・㈱日新グローバル戦略部主席は、中央アジア向けコンテナ輸送の最新状況と欧州向

け輸送におけるカスピ海ルートの重要性について、民間企業の視点から報告を行った。中央

アジア向け輸送はコストの高さが課題だと指摘した上で、今後の欧州向け輸送ルートの選択

基準として、運賃と輸送日数だけでなく、環境への配慮や、有事の際の事業継続計画

（BPC）、ロシア・ベラルーシの迂回といった条件を満たすカスピ海ルートが注目されてい

ると説明した。 

 続いて、モデレータを務めたトレポフ・カザフスタン共和国運輸省運輸委員会副議長自身

が報告者となり、カザフスタン政府の物流インフラの発展計画について報告した。1,300㎞

を超える鉄道建設をはじめ、中国国境における新ドライポートの建設、アクタウ港のコンテ

ナターミナル建設、クリィク港の多機能貨物ターミナル建設、約１万1,000㎞の自動車道路

の改修、主要３都市の空港改修などの計画を挙げ、インフラ改善とともにデジタル化も推進

していくと説明した。 

 江利川・㈱日建設計エンジニアリング部門構造設計グループアソシエイトは、建物の地震
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被害の抑制技術として、「抵抗力＋復旧力」から成るレジリエンスの概念を説明し、その向

上には制振・免震などのハード面だけでなく、日常の運用を含めたソフト面の強化が重要だ

と述べた。ソフト面で同社が提案する①揺れの想定、②避難訓練、③揺れの体感、④被害状

況把握の仕組みや関連システムを紹介した。 

 最後に、Leung・航空会社「エア・アスタナ」地域マネージャーが、2001年の創設からの

活動実績を振り返り、今後の展望について報告を行った。同社が現在保有する機体の特徴や

運航路線、受賞歴、2019年に子会社として設立した国内線中心のLCC「Fly Arystan」につい

て紹介した。また今後の運航計画について、アルマトィ～成田線の就航に向けて取り組みを

進めており、現在の状況下で機体手配やメンテナンス面でリソースに制限があるものの、

2024～2025年の早期実現を目指していると意気込みを語った。 

 

 

 

 

◆第３分科会資料 

アブディケリモフ・カスピ海横断国際輸送ルート（TITR）協会事務局長 

「カスピ海経由の輸送路を含む新しい輸送ルートの発展」 
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Leung・航空会社「エア・アスタナ」地域マネージャー 

「カザフスタンのエア・アスタナによる外国プロジェクト成功の歴史」 
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第４分科会 

エネルギー・鉱物資源開発・利用分野における協力 

 

 第４分科会は、両国の経済関係を支える伝統的分野である「エネルギー・鉱物資源開発・

利用分野における協力」をテーマとして、６つの報告が行われた。モデレータは峰崎・丸紅

㈱CIS支配人が務めた。 

 最初に、椛島・（独）エネルギー・金属鉱物資源機構（JOGMEC）資源探査部探査第２課

課長が、同機構のカザフスタンにおける活動について報告した。これまでに共同で実施した

地質調査やセミナー開催での協力例を紹介し、また、日本企業への技術・資金支援を含めて

同機構の機能をより強化することで、日本からの投資促進を支援していきたいと述べた。 

 次に、ハセノフ・カザフスタン共和国エネルギー省次官が、同国のエネルギー産業の現状

について報告を行い、天然資源の高次加工による高付加価値化が重要だと強調した。日本企

業に対して、特にウランの再転換に関する共同プロジェクトの実施、また石油化学・ガス化

学分野ではポリエチレン、ポリスチレン、ポリエチレンテレフタレート等の生産プロジェク

トへの参加を呼びかけた。 

 続いて、中嶋・㈱INPEX欧州・中東事業本部業務企画ユニットジェネラルマネージャーは、

カザフスタンで同社が1998年より参入しているカシャガン鉱床開発プロジェクトについて報

告し、カザフスタン政府やパートナー企業と共にさらなる増産の可能性を追求していくと述

べた。また、カザフスタンの脱炭素化に向けた協力として同社が実施した、CCUSに関する

訪日研修事業を紹介した。 

 パンバエフ・カザフスタン共和国産業・建設省産業発展委員会議長は、同国の鉱業・冶金

分野の現状を説明し、鉄、銅、鉛、アルミニウム等ベースメタルの加工分野での協力の可能

性を示した。また同国が積極的に取り組むレアメタル・レアアースの開発について、日本を

含む諸外国の技術への高い関心を示し、本年予定する競争入札への参加を呼びかけた。 

 村田・Yokogawa Electric Kazakhstan LLP社長は、同社がカザフスタンで展開する事業につ

いて報告し、原油生産現場や製油所、ガス精製プラント等における技術導入実績を紹介した。

プラントの安全・安定操業および運転効率改善のためのシステム、デバイス、ハードウェア

に加え、グループ企業のコンサルティングも含めたトータルソリューションを提供する同社

の強みを紹介した。加えて、二国間協力関係の発展には、人的資源の開発も重要であると指

摘した。 

 最後に、アビシェフ・カザフスタン国家企業家会議所「アタメケン」理事会会長顧問が、

ウラン採掘が盛んなカザフスタンにおいて積極的な研究・開発が行われている採掘法「イン

シチュリーチング（ISL）」とその関連プロジェクトついて報告した。環境への影響が少なく

採掘コストを抑えることが可能な同技術を他のレアメタル等の採掘に使用する構想を紹介し、

特に高い収益性が見込まれるニッケルの生産における日本企業との協力を提案した。 



60 
 

◆第４分科会資料 

ハセノフ・カザフスタン共和国エネルギー省 次官 

「石油精製および石油化学について」 
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パンバエフ・カザフスタン共和国産業・建設省 産業発展委員会 議長 

「レアメタルおよびレアアースメタルについて」 
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アビシェフ・カザフスタン国家企業家会議所「アタメケン」理事会会長顧問 

「日本のためのレアメタルおよびレアアース」 
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